
※今号から24時間表記に変わります。

　
昨
年
度
の
各
会
計
決
算
が
、第
３
回
定
例
市
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

そ
の
概
要
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
本
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
も
詳
し

い
資
料
を
掲
載
し
て
い
ま
す
。
な
お
、
金
額
は
１
万
円
未
満
を
整
理
し
て

い
ま
す
。 さ

ら
な
る
財
政
健
全
化
を
目
指
し
て

平
成
29
年
度
決
算
の
お
知
ら
せ

歳入
市税  ……………………市民税や固定資産税、軽自動車税など
国庫支出金  ……………使い道が定めてある国の補助金や負担金など
市債  ……………………特定の事業などのために長期的に借り入れるもの
地方交付税  ……………国が使い道を定めず交付するもの
諸収入  …………………広告収入など他の区分に該当しないもの
県支出金  ………………使い道が定めてある県の補助金や負担金など
地方消費税交付金  ……消費税の一部を国が交付するもの
その他  …………………使用料・手数料や分担金など
歳出
民生費  …………………各種福祉などの経費
教育費  …………………学校・幼稚園、その他教育などの経費
土木費  …………………道路や河川などの整備・維持、都市計画などの経費
公債費  …………………市債の元金・利子の償還金など
衛生費  …………………健康づくりやごみの処理などの経費
総務費  …………………市の内部管理や税金徴収、支所の運営などの経費
商工費  …………………商工業・観光振興、消費生活対策などの経費
その他  …………………消防費や農林水産業費、議会費など

用語解説
実質赤字比率……… 一般会計と一部の特別会計を合わせた赤字の割合
連結実質赤字比率 … 全ての会計を合わせた赤字の割合
実質公債費比率 …… 公債費（借入金と利息の返済額）とこれに準ずる経費の割合
将来負担比率……… 企業会計、出資法人も含めた将来の支払予定額の割合
資金不足比率……… 事業規模からみた各公営企業の資金不足の割合

平成29年度に実施した
一般会計の主な施策・事業と決算額

一般会計  歳入と歳出の内訳

● ３つの重点施策

● ６つの大綱

● 健全化判断比率

● 資金不足比率

市税
530億2,943万円　37.1%

民生費
493億7,760万円　35.2%

教育費
171億8,775万円　12.3%

土木費
155億8,395万円　11.1%

公債費
151億8,512万円　10.8%

衛生費
139億9,995万円　10.0%

総務費
105億8,559万円　7.6%

商工費
94億3,706万円　6.7%

国庫支出金
217億467万円　15.2%

市債
158億8,110万円　11.1%

地方交付税
131億6,897万円　9.2%

諸収入
108億1,935万円　7.6%

県支出金
93億8,868万円　6.6%

地方消費税交付金
63億5,022万円　4.4%

その他
127億1,105万円　8.8%

その他
88億1,986万円　6.3%
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課 

☎
０
２
７
‐
８
９
８
‐
６
５
４
２

決
算
概
要

　
一
般
会
計
決
算
額
の
歳
入
歳
出
総
額

は
、
歳
入
が
１
，
４
３
０
億
５
，
３
４

７
万
円
、
歳
出
が
１
，
４
０
１
億
７
，

６
８
８
万
円
で
し
た
。
歳
入
歳
出
差
引

額
は
28
億
７
，
６
５
９
万
円
で
、
本
年

度
へ
の
繰
越
財
源
を
差
し
引
い
た
実
質

収
支
額
は
、
24
億
８
，
８
９
６
万
円
の

黒
字
。
こ
の
う
ち
13
億
円
を
財
政
調
整

基
金
へ
積
み
立
て
ま
し
た
。
し
か
し
、

平
成
28
年
度
の
実
質
収
支
額
と
の
差
か

ら
基
金
取
り
崩
し
額
な
ど
を
控
除
し
た

実
質
単
年
度
収
支
は
、
10
億
８
，
７
９

０
万
円
の
赤
字
と
な
り
ま
し
た
。

　
市
債
は
、
六
供
清
掃
工
場
施
設
整
備

事
業
債
や
中
学
校
校
舎
等
改
築
事
業
債

な
ど
が
増
加
と
な
り
ま
し
た
が
、
市
民

文
化
会
館
改
修
事
業
債
や
消
防
施
設
整

備
事
業
債
な
ど
が
減
少
し
た
こ
と
で
、

前
年
度
と
ほ
ぼ
同
額
の
約
１
５
８
億
８

千
万
円
に
。
こ
の
結
果
、市
債
残
高
は
、

地
方
交
付
税
の
代
替
財
源
で
あ
る
臨
時

財
政
対
策
債
を
除
く
と
、
前
年
度
末
比

約
４
億
５
千
万
円
増
の
９
３
９
億
円
余

り
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
財
政
指
標

で
は
経
常
収
支
比
率
が
97
・
３
㌫
と
な

り
、
前
年
度
よ
り
０
・
７
ポ
イ
ン
ト
改

善
し
ま
し
た
。

　
厳
し
い
財
政
状
況
の
中
、
今
後
も
市

民
サ
ー
ビ
ス
の
一
層
の
充
実
を
図
る
た

め
、
自
主
財
源
の
確
保
や
事
業
の
選
択

と
集
中
に
努
め
、
市
民
の
視
点
に
立
っ

た
行
財
政
改
革
を
着
実
に
推
進
し
ま
す
。

財
政
健
全
化
法
に
基
づ
く

財
政
状
況
指
標

　
決
算
を
基
に
、
財
政
健
全
化
法
の
規

定
に
よ
る
健
全
化
判
断
比
率
と
資
金
不

足
比
率
を
算
定
。
平
成
28
年
度
の
決
算

と
比
較
す
る
と
、
実
質
赤
字
比
率
と
連

結
実
質
赤
字
比
率
は
前
年
度
と
同
様
に

赤
字
額
は
な
く
、
実
質
公
債
費
比
率
は

０
・
１
ポ
イ
ン
ト
、
将
来
負
担
比
率
は

２
・
２
ポ
イ
ン
ト
悪
化
し
ま
し
た
。
し

か
し
、
本
市
は
い
ず
れ
の
指
標
も
早
期

健
全
化
な
ど
を
求
め
ら
れ
る
基
準
を
下

回
り
、
健
全
な
状
態
で
す
。
今
後
も
一

層
の
財
政
健
全
化
を
図
り
ま
す
。

※市税のうち、目的税である都市
計画税は都市計画事業や区画整
理事業に、事業所税は道路、下水
道及び環境衛生施設の整備に、入
湯税は環境衛生施設、消防施設、
観光施設の整備などに活用されて
います。

※水道事業・下水道事業の支出は、現金支出を伴わない減価償却費を含んでい
ます。

まえばしフードバンク事業

六供清掃工場延命化工事

産後ヘルパー派遣

（単位：％）

※基準を超えた場合は、財政健全化や財政再生の手続きに入らなければ
なりません。

（単位：％）

歳入
1,430億5,347万円

歳出
1,401億7,688万円

市民サービスの充実による「暮らしの質感」の向上
新生児聴覚検査費用の助成 241万円
産後ヘルパー派遣 135万円
ロタウイルス予防接種に対する助成拡充 2,289万円

市民のやる気をサポート「稼ぐ力」の創出
「ジョブセンターまえばし」における就職支援 6,002万円
中心市街地の空洞化対策 2,234万円
赤城の恵ブランドなどの推進 576万円

「官民連携」によるまちづくりの推進
広瀬川河畔緑地等整備の推進 3,692万円
空き家対策事業 1億1,025万円
前橋版生涯活躍のまち（CCRC）事業の推進 1,918万円

快適で暮らしやすいまちづくり（暮らしの基盤・安全安心）
地域公共交通網形成計画の策定 2,009万円
全市域デマンド化推進事業 1億8,141万円
通学路などへの街頭防犯カメラの設置 287万円

恵み豊かな自然と共生するまちづくり（環境共生）
全国さくらサミットin前橋開催 1,271万円
六供清掃工場延命化工事（４カ年工事２年目） 44億2,860万円
木質燃料ストーブ購入費助成 100万円

個々が光り輝くまちづくり（健康・福祉）
タイガーマスク運動支援事業 120万円
まえばしフードバンク事業 867万円
市内コンビニエンスストアへのＡＥＤ設置 247万円

地域資源を活かした活力あるまちづくり（産業活力）
小口資金融資保証料の全額補助 1億459万円
新製品・新技術開発推進事業 1,874万円
赤城山観光振興事業 1,714万円

豊かな心を育むまちづくり（教育・文化）
前橋学センター研究事業

（歴史文化遺産重点研究） 522万円

外国語指導助手（ＡＬＴ）の増員 1億1,069万円
前橋小学校教科指導講師の増員 1,455万円

市民協働のまちづくり（協働・行政経営）
未来型政策事業 810万円
地域おこし協力隊支援事業 1,324万円
ファシリティマネジメントの推進 210万円

平成２９年度各会計決算
会　計　名 歳　入 歳　出

一般会計 1,430億5,347万円 1,401億7,688万円

特
別
会
計

国民健康保険 415億2,491万円 400億2,093万円
後期高齢者医療 40億2,600万円 40億284万円
競輪 217億8,459万円 214億826万円
農業集落排水事業 11億3,242万円 11億3,142万円
介護保険 292億5,733万円 284億7,983万円
母子父子寡婦福祉資金貸付金 3,640万円 1,705万円
新エネルギー発電事業 3億2,165万円 3億1,370万円
用地先行取得事業 - -
産業立地推進事業 17億5,823万円 16億9,324万円

小　　計 998億4,153万円 970億6,727万円
合　　計 2,428億9,500万円 2,372億4,415万円

会　計　名 収　入 支　出

企業
会計

水道事業 77億7,676万円 94億5,777万円
下水道事業 111億2,712万円 131億1,075万円

合　　計 189億388万円 225億6,852万円

会計区分 水道事業 下水道事業 農業集落
排水事業

新エネルギー
発電事業

産業立地
推進事業

本市の指標 資金不足額なし
経営健全化

基準※ 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 

比 率 区 分 実質
赤字比率

連結実質
赤字比率

実質公債
費比率 将来負担比率

本市の指標 赤字額なし 8.4 66.8 
早期健全化基準※ 11.25 16.25 25.0 350.0 
財政再生基準※ 20.00 30.00 35.0 － 
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